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Ⅰ 平成 22 年度に取り組んだ主な行政改革の項目 

 

１ 簡素で効率的な行政運営 

(1) 事務事業の見直し 

(2) 幼稚園の適正配置の推進 

(3) 一般家庭ごみ収集の民間委託 

(4) 公民連携手法の活用 

(5) 保育所の民営化 

(6) 指定管理者制度の活用 

 

２ 健全な財政運営の確保 

(1)  行政評価の実施 

(2)  資産債務の適正な管理 

(3)  債権管理対策の強化 

(4)  公共施設の有効活用･再配置等の検討 

(5)  公営企業（病院事業、中央卸売市場事業）の経営健全化 

 

３ 時代に対応した行政サービスの提供 

(1)  市税・公共料金等の納付窓口の拡大 

(2)  さわやか窓口サービス推進運動の実施 

(3)  地方税ポータルシステム（eＬ－ＴＡＸ）の導入 

 

４ 人事管理及び給与の適正化 

(1)  定員の適正化の推進 

(2)  給与の適正化の推進 

 

５ 職員の意識改革と組織の活性化 

(1)  行政組織の改正 

(2)  地区センターのあり方の検討 

(3)  出資法人の経営･組織の見直し 

(4)  土地開発公社の長期滞留土地の売却・貸付等の検討 

 

６ 行政の公正の確保と透明性の向上 

(1)  パブリックコメントの活用 

(2)  審議会等の会議の公開の推進 

  

７ 市民との協働の推進 

(1)  自主防犯組織・自主防災組織の育成・連携 
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１ 簡素で効率的な行政運営 

(1) 事務事業の見直し 

 毎年、事務事業数の 5％以上の事業の見直しを行う。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

平成 22 年度予算に向けての事務事業見直し （単位：千円） 

見直し区分 件 数 平成 22 年度予算の影響額 

 廃   止 50 ▲3,777,567 

 縮   小 49 ▲682,511 

 統  合  等 41 ▲189,015 

  小 計 140 ▲4,649,093 

 期 間 延 伸 18 ▲3,147 

  合 計 158 ▲4,652,240 

※ 対象事業 1,057 事業   見直し率 14.9% 

 

(2) 幼稚園の適正配置の推進 

平成 21 年 5 月に策定した富山市立幼稚園適正規模・適正配置推進計画に基づ

き、幼稚園の適正配置の推進を図る。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

 平成 22 年度から、月岡幼稚園、水橋幼稚園で 3歳児保育を開始した。 

 

(3) 一般家庭ごみ収集の民間委託 

直営収集体制の効率化・合理化を図り、民間委託の拡大を推進する。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

「可燃ごみ」収集委託拡大地区 

八尾地域の八尾、保内、杉原地区 

 

※ 収集対象地区人口ベースのごみ収集業務の民間委託比率は、平成 18 年

度の可燃物 2.2%、不燃物 7.0％から、平成 22 年度で可燃物が 29.9％、不

燃物が 35.4％となった。 

 

(4) 公民連携手法の活用 

 清水町小学校跡地に公共施設（市立公民館、多目的広場）及び民間施設（スー

パーマーケット、ドラッグストア）を民間事業者の提案、施行により整備する。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

公共施設と民間施設を含めて性能面と価格面を総合的に評価するプロポー

ザル方式により事業者を決定した。 
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(5) 保育所の民営化 

多様化する保育ニーズに対応するため、民間活力を利用して、２時間

延長保育や休日保育等、特別保育の拡充を図ることを目的に、市立保育

所の一部民営化を推進する。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

大沢野北部、御門の 2保育所について民営化した。 

 

※ 平成 22 年度までに市立保育所 45 箇所（私立 40 箇所）となった。 

  平成 18 年度から 5年間で 18 箇所の民営化 

 

(6) 指定管理者制度の活用 

民間企業のノウハウの導入などによる市民サービスの向上や、施設の効果的・

効率的な運営を目指し、指定管理者制度の活用を図る。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

平成 23 年 4 月から、花木体育館に指定管理者制度を導入するとともに、平

成 23 年 7 月から、次の 3施設についても指定管理者制度を導入する。 

角川介護予防センター、屋内競技場、水橋フィッシャリーナ 

 

※ 平成２２年度末までに指定管理者制度導入施設数 273 箇所（直営施設数

1,327 箇所）となる見込み。 

 

 

２ 健全な財政運営の確保 

(1)  行政評価の実施 

総合計画（前期計画）の目標年度である平成 19 年度から 23 年度までに実施す

る各施策に目標値を設定し、客観的な評価を実施する。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

事業再点検チームを中心として全庁的な事業再点検を実施し、104 項目につ

いて検証結果を公表した。 

① 個別の施策や事務事業に関する検証結果 

検証結果区分 件数 

廃止を含めて検討 ２１ 

終期設定 ６ 

外部委託 ３ 

整理統合 １３ 

簡素化・規模（機能）縮小 ５ 

要改善（事業の再構築、実施方法の見直しなど） ３６ 
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拡充 ７ 

合  計 ９１ 

 

② 公の施設や行政組織等に関する検証結果 

検証結果区分 件数 

廃止 ２ 

民営化（民間等へ施設譲渡） ２ 

指定管理者制度へ移行 ５ 

再編統合 ４ 

合  計 １３ 

 

(2)  資産債務の適正な管理 

 財務書類の作成・活用等を通じて、資産・債務に関する情報開示と適正な管理

を一層推進するための方向性と具体的な方策等について検討する。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

資産評価（平成 21 年度分）や土地・建物の活用状況の把握（平成 21 年度分）、

公有財産資産台帳の整備を図るとともに、未利用財産の売却促進や資産の有効

利用等を検討した。 

 

(3)  債権管理対策の強化 

近年の厳しい財政状況の中、更なる歳入の確保による財政基盤の強化や市民負

担の公平性の確保が求められていることから、債権の一元管理や債権管理条例の

制定などの債権管理対策の強化を図る。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

 債権の適正な管理に関する事務取扱規則を制定し、債権管理の具体的な運用

方法を規定するとともに、全庁挙げて債権の適切な管理と回収に取り組む徴収

体制の整備に進めた。 

 また、一元的かつ効率的な徴収手続を進めるため、債権管理マニュアルを作

成し、職員の対応能力の向上に努めた。 

 

(4)  公共施設の有効活用･再配置等の検討 

施設の複合化、多機能化など、その付加価値を高める方法を検討するほか、行

政と民間の役割分担も踏まえながら、これまでの経営方法や運営形態を見直し、

さらなる施設の有効活用等を検討する。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

① 有効活用の検討を行った施設 

大山地域市民センター 
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② 施設の再配置の検討を行った施設 

大沢野文化会館、大沢野生涯学習センター、大山文化会館、婦中ふれあ

い館 

② 平成 22 年度で廃止することとした施設 

日本海文化研究所 

③ その他検討を行った施設  

水橋商工文化会館、大山歴史民俗資料館、山田自然休養村、大山歴史民

俗資料館、八尾化石資料館、安田城跡歴史の広場、八尾ふらっと館、久婦

須川ダム周辺広場、富山市野外教育活動センター、外国語専門学校、まち

づくり情報センター、八尾コミュニティセンター・スポーツアリーナ、婦

中ふれあい館・婦中体育館・婦中勤労青少年ホーム、ファミリーパーク 

 

(5)  公営企業（病院事業、中央卸売市場事業）の経営健全化 

① 病院事業 

市民の医療ニーズを把握し、富山医療圏で果たすべき役割、経営診断に基づ

く経営上の問題点と課題の分析や経営効率化、再編・ネットワーク化、経営形

態の見直しを含めた「経営改善計画」の推進を図る。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

 富山市民病院経営改善計画に基づき、診療報酬の各種指導料・加算の算定増

や薬品・診療材料費の削減等の取り組みのほか、未納者対策として弁護士名に

よる督促や簡易裁判所への請求申立等を行うとともに、アクションプランの検

証や各指標の分析による詳細な課題の洗い出しを行った。 

 また、中期目標であった企画管理部門を設置して経営管理体制を強化すると

ともに、病院の経営形態の見直しを進め、平成 23 年 4 月から地方公営企業法

の全部適用へ移行することとした。 

 

  ② 中央卸売市場事業 

市場再編検討委員会において、中央卸売市場の今後のあり方などに

ついて検討を行い、市場の目指すべき将来像を明らかにし、必要な市

場機能を再構築する。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

 市場取引運営協議会等において協議を行い、平成 23 年 4 月から地方卸売市

場へ転換することとした。 

 

 

３ 時代に対応した行政サービスの提供 

(1)  市税・公共料金等の納付窓口の拡大 

市税、公共料金（上下水道料等）の納付窓口の拡大（コンビニ等） やカード
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払いについて検討する。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

 システム事業者と導入事例や問題点等を協議したほか、マルチペイメントネ

ットワーク推進協議会総会に参加し、最新導入事例等について情報収集を行っ

た。 

 

(2)  さわやか窓口サービス推進運動の実施 

窓口応対に関する評価の実効性を高め、より一層の窓口応対の向上を図る。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

 より一層の窓口サービス向上を目指して、各職場の管理監督者を対象に研修

を行い、職場における接遇応対の充実を図った。 

 また、現状把握と改善策検討のため、職員セルフチェック、市民アンケート

を実施し、窓口・電話応対の向上に取り組んだ。 

 

(3)  地方税ポータルシステム（eＬＴＡＸ）の導入 

平成 21 年度から実施される個人住民税の公的年金からの特別徴収に伴い、ｅ

ＬＴＡＸを導入し、これを活用して納税義務者が申告あるいは納税しやすい環境

を整備することにより、市民サービスの充実に努めていく。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

平成 23 年 1 月から、確定申告書のデータ受信（国税連携）が開始されたこと

により、これまで行ってきた税務署での課税資料の収集が大幅に縮減された。 

 

 

４ 人事管理及び給与の適正化 

(1)  定員の適正化の推進 

対応すべき行政需要の範囲、施策の内容及び手法を見直しながら、定員適正化

計画の策定を行うとともに、人材育成と連携した適正な人事管理に努める。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

   平成 23 年 2 月 1 日現在職員数 

   一般行政部門 3,070 人  病院部門    676 人 

   消防部門    470 人  合  計   4,216 人 

※ 平成 23 年 1 月末で平成 17 年 4 月 1 日の職員数（4,541 人）の 7.2%を削減 

 

(2)  給与の適正化の推進 

給与などの勤務条件については、国や他の地方公共団体などとの均衡を考慮し

ながら、引き続きその適正な運用に努める。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

（退職手当制度の見直し） 
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・消防加算の廃止 

（特別職の給与の見直し） 

・市長等の常勤特別職の給料月額の減額改定（市長△0.18％） 

・期末手当の支給月数の減 △0.15 月 

（一般職の給与の見直し） 

・給料月額の減 △0.23％ 

  給料表の減額改定及び 50 歳台後半層職員の給料月額の減 

・期末、勤勉手当の支給月額の減 △0.2 月 

・50 歳台後半層職員の管理職手当の減 △1.3％ 

 

 

５ 職員の意識改革と組織の活性化 

(1)  行政組織の改正 

社会経済情勢の変化や新たな行政課題に対応するため、平成 23 年 4 月 1 日付

けで行政組織の改正を行う。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

    平成 23 年 4 月 1 日の予定組織数  882 組織（詳細は、別紙のとおり） 

※ 平成 17 年 4 月 1 日の組織数（949 組織）の 7.1％を削減予定 

 

(2)  地区センターのあり方の検討 

地区センターが十分機能するように、人員配置について、証明書などの取り扱

い件数等を見ながら検討する。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

地区センターが行う業務については、単なる市の出先機関にとどまらず、地

域振興の拠点としての役割が大きくなってきている現状を踏まえ、自治振興会

や公民館との関係も含めて現状を分析し、整理するとともに、規模や機能に見

合った適切な人員配置のあり方について引き続き検討する。 

 

(3)  出資法人の経営･組織の見直し 

市が主体となって設立した出資法人について、経営、組織の見直しを行うとと

もに、統廃合、民間譲渡、完全民営化等も念頭において検討する。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

① (財)富山市民文化事業団の経営改善計画 

芸術文化ホール 

 22 年度計画 実績（23.1 末） 

稼働率 67.0％ 72.8％ 

経費 544,154 千円 383,610 千円 
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人件費比率 20％以下 26.6％ 

 

② (財)富山市体育協会の経営改善計画 

総合体育館、市民プール 

 22 年度計画 実績（23.1 末） 

施設利用者数 625,000 人 688,644 人 

総収入（売上） 490,839 千円 434,343 千円 

経費 490,839 千円 330,510 千円 

人件費比率 26％ 17％ 

 

③ (財)富山市大沢野健康文化推進財団の経営改善計画 

大沢野健康推進センター、大沢野老人福祉センター 

 22 年度計画 実績（23.1 末） 

施設利用者数 325,000 人 252,184 人 

総収入（売上） 225,000 千円 168,066 千円 

経費 225,000 千円 169,982 千円 

人件費比率 33％ 33％ 

 

④ ㈱八尾サービスの経営改善計画 

八尾ゆめの森交流施設、八尾Ｂ＆Ｇ海洋センタープール、ゆめの森テニス

コート 

 22 年度計画 実績（23.1 末） 

施設利用者数 302,800 人 249,332 人 

総収入（売上） 318,815 千円 250,450 千円 

経費 318,815 千円 242,578 千円 

人件費比率 50％ 50％ 

 

⑤ ㈱ほそいりの経営改善計画 

割山森林公園、岩稲ふれあいセンター 

 22 年度計画 実績（23.1 末） 

施設利用者数 168,500 人 126,721 人 

総収入（売上） 264,500 千円 205,312 千円 

経費 259,300 千円 209,595 千円 

人件費比率 34％ 36％ 

 

⑥ 大山観光開発㈱の経営健全化 

立山山麓活性化推進委員会専門部会を開催し、レストランの平日営業の見
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直しや８月から新たにゴンドラと食事と入浴がセットになったチケットの

販売、グリーンシーズンの赤字額を削減することの検討などについて実施し

た。また、スノーシーズンについても平日のリフトの運行体制の見直しや配

置人員の削減等、合理化を行った。 

 

(4)  土地開発公社の長期滞留土地の売却・貸付等の検討 

 平成 22 年度までに、公社が保有する簿価総額を、当該年度の標準財政規模で

除して得た数値を 0.21 に、又保有期間が 5 年以上の土地については、0.09 に低

下させる。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

平成 22 年度実施見込み 

 簿価総額／標準財政規模    0.16 

  〃 （保有期間 5年以上）  0.14 

 

 

６ 行政の公正の確保と透明性の向上 

(1) パブリックコメントの活用 

行政の意思決定過程における情報を積極的に公表し、政策、施策の成果、検証

結果についても情報提供に努める。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

平成 23 年 1 月末現在、 

① 富山市地域公共交通総合連携計画の変更案について 

② 富山市景観計画(案)について 

③ 富山市自転車利用環境整備計画（案）》について 

④ 富山市ファミリーパーク新整備計画（案）》について 

⑤ （仮称）富山市安全で安心なまちづくり推進条例（案）について（※市議

会にて実施） 

について、パブリックコメントを実施した。 

 

(2) 審議会等の会議の公開の推進 

審議会等の会議について、非公開情報を取り扱う場合を除き、公開で行う。 

また、会議の開催予定については、市ホームページで情報提供を行うとともに、

会議結果等についても情報提供を行う。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

 平成 23 年 1 月末現在 

 会議を公開している審議会の数    63 審議会／107 審議会 

 会議結果の公開数          延べ 31 会議 

会議開催予定のホームページ掲載数  延べ 33 会議 
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７ 市民との協働の推進 

(1)  自主防犯組織・自主防災組織の育成・連携 

市民の公共的な活動への参加を推進するため、地域における自主防災組織、自

主防犯組織等公共的活動を志向する市民や地域の団体の育成や連携に努めると

ともに、地域と行政の役割分担について検討する。 

 《平成 22 年度の取組結果》 

 自主防犯組織 70 地区／80 地区（平成 23 年 1 月末現在） 

    自主防災組織 235 組織 組織率 33.1％（平成 23 年 1 月末現在） 
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Ⅱ これまでの行政改革の取り組み状況（平成１８年度～平成２２年度） 

 

１ 行政改革の実施効果 

平成１８年度から平成２２年度までの効果額（概算） 

約１７７億円の経費節減 

《主な取り組み》 

（平成１８年度） 

○ 保健所における健康診断業務の廃止 

○ 納骨堂管理業務の民間委託の実施 

○ 婦負斎場火葬業務の民間委託の実施 

○ 下水道業務の包括民間委託の実施 

○ 電話交換業務の民間委託の実施（～平成１９年度） 

○ 一般家庭ごみ収集の民間委託箇所の拡大（継続実施） 

○ 外国青年語学指導事業の民間委託の実施（～平成２１年度） 

○ 指定管理者制度の導入（平成 22年 10月末時点 273ヶ所） 

○ 保育所の民営化（平成 22年 4月までに 18保育所を民営化） 

○ 慈光園デイ・サービスセンターの民営化の実施 

○ 電子入札の導入（～平成２０年度） 

○ 公共施設の開館日の見直し（継続実施） 

○ 出資団体の見直し（富山市駐車場公社の廃止） 

 

（平成１９年度） 

○ 図書館分館窓口業務の民間委託の実施（平成 21年度までに 10分館実施） 

○ 資産債務の適正な管理（継続実施） 

○ 公共料金のコンビニ納付の実施（市税、上下水道料金） 

 

（平成２０年度） 

○ 本庁、地区センター間の逓送等業務の民間委託の実施 

○ 大沢野斎場火葬業務の民間委託の実施 

○ 上下水道施設管理センター維持管理業務の民間委託の実施 

○ ケーブルテレビ事業の民営化（八尾ケーブル） 

○ 小・中学校の統合校整備に係るＰＦＩの活用（芝園、中央） 

○ 農業集落汚水処理施設使用料の統一 

○ 公会計の整備（継続実施） 

 

（平成２１年度） 

○ 北学校給食センターの調理洗浄業務等の民間委託の実施 

○ 流杉浄水場の管理運転業務の民間委託の実施 
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○ 公共料金のコンビニ納付の実施（国民健康保険料） 

○ 出資団体の見直し（富山市大山開発公社の廃止） 

 

（平成２２年度） 

○ 競輪事業の包括民間委託の実施 

○ ケーブルテレビ事業の民営化（山田ケーブル） 

○ 小学校新設校等建設に係るＰＦＩの活用（新庄北） 

 

 

２ 数値目標の達成状況 

２０項目中９項目が、達成又は達成の見込みとなっている。 

 

① 事務事業の見直し 

数値目標 事務事業の見直し（廃止、縮小、統合、期間延伸等） 事

務事業数の５％以上の事業を毎年見直す。 

各年度の取組状況 平成１８年度：１３．９％の見直し 

平成１９年度：１０．７％の見直し 

平成２０年度：１４．５％の見直し 

平成２１年度：２３．９％の見直し 

平成２２年度：１４．９％の見直し 

達成（見込み） 各年度において、目標を達成 

 

② 直営施設の管理手法の見直し 

数値目標 直営施設１，２７６施設（平成 18 年 4 月 1 日現在）の５％

程度（６３施設程度）を５年後には指定管理者制度又は他

の民間を活用した管理手法に移行するなど管理形態を見直

す。（※平成 18 年 4 月 1 日から指定管理者制度を導入した

２４９施設を除く。） 

各年度の取組状況 ○指定管理者制度等移行施設 

平成１８年度：  ０施設 

平成１９年度：  ５施設（民営３、指定２） 

平成２０年度：  ９施設（民営７、PFI ２） 

平成２１年度：  ４施設（民営３、指定１） 

平成 22 年 10 月末：９施設（民営４、指定５） 

平成１８年度～２２年度計： 

２７施設（民営１７、指定８、PFI２）の見込み 

目標達成の見込み 未達成の見込み 
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（臨時職員等の活用や業務の一部民間委託などによる施設

の維持管理費の縮減などにより、民間活用による経費削減

効果が低くなったことなどが主な要因） 

 

③ 新設施設への民間活用手法の導入 

数値目標 新設施設の５０％以上に、指定管理者制度又は地元団体

も含めた民間を活用した管理手法を導入する。 

各年度の取組状況 ○指定管理者等導入新規施設 

平成１８年度：４／２４施設 導入率：１６．７％ 

平成１９年度：３／２１施設 導入率：１４．３％ 

平成２０年度：４／１３施設 導入率：３０．８％ 

平成２１年度：３／１５施設 導入率：２０．０％ 

平成 23 年 1 月末：６／１５施設 導入率：４０．０％ 

平成１８年度～２２年度計 

：２０／８８施設 進捗率：２２．７％の見込み 

目標達成の見込み 未達成 

（新設８８施設のうち、５２施設が指定管理者制度を導入

していない富山地域の都市公園であったことが主な要因）

 

④ 財政計画の策定 

数値目標 平成１８年度までに新市の中長期的な財政計画を策定す

る。 

各年度の取組状況 平成１９年３月に総合計画と時期をあわせた財政計画を

策定した。 

目標達成の見込み 目標を達成 

 

⑤ 実質公債費比率の抑制 

数値目標 実質公債費比率を、概ね１６％以内とする。 

各年度の取組状況 平成１７年度：１１．３％ 

平成１８年度：１２．４％ 

平成１９年度：１１．７％ 

平成２０年度：１２．４％ 

平成２１年度：１２．９％ 

目標達成の見込み 各年度において、目標を達成 
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⑥ 経常収支比率の抑制 

数値目標 経常収支比率を、概ね８５％以内とする。 

各年度の取組状況 平成１７年度：８６．５％ 

（未収、未払金を除くと８４．５％） 

平成１８年度：８５．４％ 

平成１９年度：９１．５％ 

平成２０年度：９１．０％ 

平成２１年度：８９．４％ 

目標達成の見込み 未達成の見込み 

（全国的に少子高齢化に伴う扶助費の増加や、後期高齢者

医療制度の開始に伴う繰出金の増加などにより、義務的経

常経費への経常一般財源の充当額が年々増加しているため

であり、また、平成１９年度から、公共下水道事業会計へ

の繰出基準が変更されたことも影響しており、平成１６年

度決算で８６．６％であった中核市平均は、平成２０年度

決算では９０．７％まで上昇している。） 

 

⑦ 収入率の向上 

数値目標 毎年度、債権管理委員会で目標収入率を設定し、その達

成に努める。 

各年度の取組状況 市税、保育料、介護保険料等１１項目について目標収入

率を設定 

平成１８年度：８／１１項目達成 

平成１９年度：４／１１項目達成 

平成２０年度：４／１１項目達成 

平成２１年度：２／１１項目達成 

目標達成の見込み 一部未達成 

（口座振替の拡大やコンビニ納付の実施などの納付環境の

整備推進を図ったことなどを勘案し、目標収入率を設定し

たが、景気の悪化や雇用情勢の悪化から、目標収入率に達

しない項目が増加したものと思われる。） 

 

⑧ 公共工事等のコスト縮減 

数値目標 毎年度、公共工事等のコスト縮減の効果測定を行うとと

もに、総合的な工事コストの縮減に取り組む。（10％のコス

ト縮減目標） 

各年度の取組状況 平成１７年度：８．３％の縮減 
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平成１８年度：７．３％の縮減 

平成１９年度：６．３％の縮減 

平成２０年度：６．０％の縮減 

平成２１年度：６．０％の縮減 

（※基準年度：平成８年） 

目標達成の見込み 未達成の見込み 

（「工事コストの低減」は全庁をあげて取組んでいるが、「工

事の時間的コストの低減」「工事における社会的コストの低

減」といった観点から公共工事を行った場合、「工事コスト

の低減」につながらない場合があるため。） 

 

⑨ 遊休資産の売却、活用 

数値目標 売却可能な遊休状態にある資産のうち、７０％について

売却、他用途の活用に努める。 

各年度の取組状況 平成１８年度： 

１４，０６６㎡中１１，４２９㎡（８１．３％） 

平成１９年度： 

６，７０６㎡中 ４，５６３㎡（６８．０％） 

平成２０年度： 

６，０９４㎡中２，７９１㎡（４５．８％） 

平成２１年度： 

１５，３０４㎡中４，０３６㎡（２６．４％） 

平成２３年１月末： 

１４，７４９㎡中１０，３２５㎡（７０．０％） 

平成１８～２２年度計： 

３７，５６９㎡中３３，１４６㎡（８８．２％） 

目標達成の見込み 達成の見込み 

 

⑩ 電子入札の導入 

数値目標 電子入札を平成２０年度までに導入する。 

各年度の取組状況 平成２０年１０月１日から電子入札を完全実施 

・工事及び建設コンサルタント業務 

 一般・指名競争入札の全部 

・物品、業務委託業務 

 指名競争入札の全部 

目標達成の見込み 達成 
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⑪ 職員総数の削減 

数値目標 職員総数を５％（約２３０人）以上削減する。 

（※平成 22 年 4 月 1 日に４，３１１人以下） 

各年度の取組状況 平成１７年４月１日：４，５４１人（基準日） 

平成１８年４月１日：４，４５７人（△１．８％） 

平成１９年４月１日：４，３９３人（△３．３％） 

平成２０年４月１日：４，３１９人（△４．９％） 

平成２１年４月１日：４，２７４人（△５．９％） 

平成２２年４月１日：４，２２２人（△７．０％）   

目標達成の見込み 達成 

 

⑫ 超過勤務時間数の縮減 

数値目標 平成２２年度の超過勤務時間数を平成１７年度に比べ概

ね５％縮減する。 

各年度の取組状況 ○１人当たり月平均超過勤務時間数 

平成１７年度：１２．１時間（基準年度） 

平成１８年度：１１．０時間（△９．１％） 

平成１９年度：１１．３時間（△６．６％） 

平成２０年度：１１．１時間（△８．３％） 

平成２１年度：１１．５時間（△５．０％） 

平成 22 年 12 月末：１１．６時間（△４．１％） 

目標達成の見込み 達成の見込み 

 

⑬ 組織数の削減 

数値目標 平成２２年度までに課、係、出先機関の合計数を５％削

減する。（※平成 22 年 4 月 1 日に９０１組織以下） 

各年度の取組状況 平成１７年４月１日：９４９組織（基準日） 

（１１７課(室)､３９２係､４４０出先機関） 

平成１８年４月１日：９３８組織（△１．２％) 

平成１９年４月１日：９３１組織（△１．９％) 

平成２０年４月１日：９０６組織（△４．５％） 

平成２１年４月１日：９００組織（△５．２％） 

平成２２年４月１日：８９６組織（△５．６％） 

（１１８課(室)､３７６係､４０２出先機関） 

目標達成の見込み 達成 
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⑭ 出資法人の削減 

数値目標 市が１／２以上出資する法人数を、概ね１０％以上削減

する。（※平成 22 年度に 20 法人以下） 

各年度の取組状況 平成１７年４月１日：２３法人（基準日） 

平成１８年４月１日：２２法人 

平成１９年４月１日：２３法人 

平成２０年４月１日：２３法人 

平成２１年４月１日：２３法人 

平成２２年４月１日：２２法人 

目標達成の見込み 未達成の見込み 

（プロパー職員の処遇に関して、検討に時間を要すること

から、出資法人の統廃合が進まなかった。） 

 

⑮ パブリックコメントの活用 

数値目標 パブリックコメントを毎年１０件程度行う。 

各年度の取組状況 平成１８年度：２１件 

平成１９年度： ３件 

平成２０年度： ８件 

平成２１年度： ７件 

平成 23 年 1 月末：５件 

目標達成の見込み 未達成の見込み 

（市町村合併後、平成 18 年度に各種計画の策定が集中した

ことやパブリックコメントに関する各担当課の意識の低さ

に要因があると考えられる。） 

 

⑯ 審議会への公募委員の活用 

数値目標 全審議会等の２５％以上について委員を公募することと

する。 

各年度の取組状況 平成１８年４月：２１．９％ 

平成１９年４月：２０．４％ 

平成２０年４月：１９．８％ 

平成２１年４月：２０．２％ 

平成２２年４月：１９．８％ 

平成 23 年 1 月末：１９．６％ 

目標達成の見込み 未達成の見込み 

（極めて専門的な知識を要する審議会（約４２％）や法令

等の規定により委員の資格が定められている審議会（約２



 18

６％）の割合が非常に多く、公募委員を採用可能な審議会

が僅かである。） 

 

⑰ 審議会への女性委員の活用 

数値目標 審議会等委員に占める女性委員の割合が３０％以上とな

るよう努める。 

各年度の取組状況 平成１８年４月：２３．５％ 

平成１９年４月：２２．９％ 

平成２０年４月：２３．６％ 

平成２１年４月：２４．１％ 

平成２２年４月：２３．６％ 

平成 23 年 1 月末：２４．０％ 

目標達成の見込み 未達成の見込み 

（極めて専門的な知識を要する審議会（約４２％）や法令

等の規定により委員の資格が定められている審議会（約２

６％）が多く、結果として女性委員の登用が頭打ちとなっ

ている。） 

 

⑱ ホームページの活用 

数値目標 市ホームページへのアクセス数について、平成２２年度

には年４００万件となるよう努める。 

各年度の取組状況 平成１８年度：４６９万件 

平成１９年度：５５４万件 

平成２０年度：４９１万件 

平成２１年度：５８３万件 

平成 23 年 1 月末：４６３万件 

目標達成の見込み 達成の見込み 

 

⑲ 自主防災組織の設立促進 

数値目標 自主防災組織の組織率を平成２２年度までに概ね４５％

とすることを目標とする。（富山県の目標数値と同等の目標

とする。） 

各年度の取組状況 平成１８年度末：１６１組織 ２６．９％ 

平成１９年度末：１９３組織 ２９．４％ 

平成２０年度末：２１２組織 ３０．７％ 

平成２１年度末：２２９組織 ３２．６％ 

平成 23 年 1 月末：２３５組織 ３３．１％ 
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目標達成の見込み 未達成の見込み 

（富山市の地域性として、自治振興会、地区センター、消

防団が自主防災組織の役割（地域をみんなで守る意識が高

い）を果していることから、なかなか自主防災組織の結成

率が伸びない。） 

 

⑳ 自主防犯組織の設立促進 

数値目標 自主防犯組織について、平成２２年度までに全ての地区

で少なくとも一つの組織が結成されることを目標とする。

各年度の取組状況 平成１８年度末：５３／７９地区 

平成１９年度末：６０／７９地区 

平成２０年度末：６３／７９地区 

平成２１年度末：６７／７９地区 

平成 23 年 1 月末：７０／８０地区 

目標達成の見込み 未達成の見込み 

（山間地区等（７箇所）は、犯罪が少なく平穏であるため

危機感が低く、また、高齢化等も影響し、防犯活動の担い

手確保が困難な状況である。 

中心市街地地区（３箇所）は、警察署が近いため安心感

があり、また、地域コミュニティーの希薄化も影響し、自

主防犯組織結成の動きがない。） 
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３ 本市の行政水準の変化 

 

平成２１年度 平成１７年度  

富山市 中核市平均 富山市 中核市平均

住民基本台帳人口（人） 417,308 408,542 417,465 446,514

年少人口比率（％） 13.7 14.0 13.8 14.4
人

口 

高齢化率（％） 23.6 21.6 20.9 18.8

財政力指数 0.81 0.83 0.73 0.78 

実質公債費比率（％） 12.9 10.2 11.3 14.0 

経常収支比率（％） 89.4 92.1 86.5 87.1 

市税収納率（％） 92.3 92.6 92.0 92.3 

市民千人当たり職員総数（人） 10.2 8.4 10.7 8.8

市民千人当たり一般行政職職員数（人） 3.5 3.6 3.7 3.8 

ラスパイレス指数 99.3 100.6 98.7 99.3 

市民1万人当たり特別養護老人ホーム定員（人） 43.5 29.5 36.8 25.7 

市民 1万人当たり保育所数（ヶ所） 2.1 1.7 2.0 1.6 

市民千人当たり病床数（床） 20.0 15.9 20.2 16.0 

市民千人当たり道路総延長（ｍ） 9.6 6.4 8.8 6.2

市民 1万人当たり都市公園数（ヶ所） 23.1 10.0 21.0 9.4 

下水道普及率（％） 86.0 78.2 87.6 73.4 

市民100人当たり市立図書館蔵書冊数（冊） 204.9 212.2 234.0 182.1 

行

政

水

準 

市民100人当たり体育館延床面積（㎡） 12.8 6.0 14.5 5.9 

※出典 中核市都市要覧 

社団法人地方行財政調査会調べ 

    総務省調べ 
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（偏差値による行政水準の変化） 
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※ 中核市の平均値を５０とし、偏差値により算出 

 

 


